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むことを表明した第 1期プーチン政権以後、第 2期プーチン政権（2004年 5月～2008年 5月）、
メドベージェフ政権(2008 年 5 月～2012 年 5 月)の下でも極東地域の発展に関する政策は実施さ

















































































































































































































計画は期限内に提出されることはなく、遅れて 2011 年 3 月に措置計画を公布する政府決定が出
された xvi。当該文書において「発展戦略」実現のための措置として 69 項目が示された。そのう
ち本稿に関連する重要な項目としては、地域発展省、経済発展省および財務省の共同提案で 2011






























「国家プログラム」案の作成は、地域発展省から極東発展省に移管され xix、2013 年 1 月はじ
めには作成された。極東発展省によれば、「国家プログラム」案は予算規模と達成成果目標によっ
て 4つの案が作成された xx。第 1案はプーチン大統領が指示する「追い越しモデル」にのっとり、
最大成果を獲得できる。総予算 16兆ルーブル、国家財政から 5.7兆ルーブルの支出を予定し、成
果としては 2011年と 2025年の比較で、地域総生産を 2.6倍、ロシア経済に占める地域経済の比
率を 10.4％、人口を 1240万人に増加するという野心的な目標を示した。第 2案は第 1案よりは
成果が低下するが「追い越しモデル」にのっとっている。総予算 11 兆ルーブル、国家財政から
3.8兆ルーブルの支出を予定し、2011年と 2025年の比較で地域総生産を 2.2倍、ロシア経済に占
める地域総生産の比率を 8.8％、人口を 1190万人に増加する。第 3案はロシア全体と同じ発展速





























































































































































超過発展地区（ТОСЭР、脚注 36 参照）設置のための基準と地区リストを作成する（2014 年 7
 http://www.ide.go.jp 





および関税手続きの簡素化を定める法案の作成(2014年 11月 1日までに)、3) ТОСЭРにおける必




展相が連邦主体の首長 2014年 6月 5日まで
に）、2)については権限政府機関が、政府への提案を 2014年 8月 4日までに、大統領への報告案
を 2014年 10月 13日までに作成すること、3)については極東発展省、地域発展省、経済発展省、
建設省、エネルギー省、運輸省、財務省が連邦主体の長官とともに必要なインフラの創設を補償





















状況の中で疲弊する極東・ザバイカル地域の社会経済状況を改善する目的で 1996 年 4 月に連邦
 http://www.ide.go.jp 






























第 2段階（2018～2025年）第 1段階の成果の普及。 
 http://www.ide.go.jp 
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予算と資金源：総額 3兆 5669億 4763万 P（連邦予算 5365億 9465万 P、連邦主体予算 902










ける社会・経済超過発展地区」が 2014年 12月 29日付け大統領署名によって公布された xliv（2015































































































                                                   






ii 国家協議会常任委員会（2012年 11月 29日） 
iii 「Стратегия социально-экономического развития Дальнего Востока и Байкальского 
региона на период до 2025 года」 (2009年 12月 28日付政府決定（распоряжением）No. 
2094-р)。 
iv 「Государственная программа Российской Федерации  
«Социально-экономическое развитие Дальнего Востока и Байкальского 
Региона» (2013年 3月 29日付政府決定（распоряжение） N 466-р)および（2014年 4月 15
日付政府決定（постановление）No.308） 
v 「Федеральная целевая программа «Экономическое и социальное развитие Дальнего Востока и 
Байкальского региона на период до 2018 года»」（2013年 12月 14日政府決定（постановление）
No.1128） 
vi 「Федеральная целевая программа «Экономическое и социальное развитие Дальнего Востока и 
Байкальского региона на период до 2025 года»」（http://minvostokrazvitia.ru/） 
vii 連邦法 No.473-фз「О территориях опережающего социально-экономического развития」（2014
年 12月 31日大統領署名） 
viii 国土と人口の地方比率は「発展戦略（序文）」による。なお「国家プログラム」（2013年 3
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めた文書が 2005年に「Концепция Стратегии социально-экономического развития регионов 
Российской Федерации（ロシア連邦の地域の社会-経済発展戦略のコンセプト）」、2008年に
「Концепция долгосрочного социально-экономического развития Российской Федерации 
на период до 2020 года（2020年までのロシア連邦の長期社会-経済発展のコンセプト）(2008









xvi 「План мероприятий по реализации Стратегии социально-экономического развития Дальнего 
Востока и Байкальского региона на период до 2025 года（2025年までの極東とバイカル地域の社会
-経済発展戦略の実現に関する措置計画）」（2011年 3月 31日付政府決定（распоряжением）No. 
553-р） 
xvii 2011年の政府活動に関する議会報告（2012年 4月 11日） 
xviii 2012年 12月 12日 
xix 極東発展省は、2012年 5月 21日付け大統領令によって新設された。初代の極東発展相には
イシャエフ氏が極東連邦管区大統領全権代表と兼務で任命された。2013 年 3 月 21 日の閣僚会議
におけるイシャエフ極東発展省の発言によれば 2012年 11月 29日に移管された。 
xx (http://primamedia.ru/news/dv/12.03/2013/262610/minvostokrazvitiya-poprosilo-u-pravite
lstva-rf-3-8-trln-rubley-na-razvitie-dfo.html) 。 5 つ の プ ラ ン が 検 討 さ れ た と の 情 報
（http://www.regnum.ru/news/fd-fareast/polit/1635154.html）もあるが、本稿ではプランの内容
が分かる方を紹介した。 
xxi 「極東とザバイカル地方の地域間経済相互協力協会（経済問題調整協議会）」（2013 年 1 月
16日） 
xxii 2013年 3月 11日に提出された。 
xxiii 2013年 3月 21日 
xxiv 「極東、ブリヤート共和国、ザバイカル地方とイルクーツク州の社会経済発展に関する国家




比率 8.8％、加工生産の比率は 8.3％（8.4％）にまで増加し、社会面では期待寿命が 6歳増加し、
人口は 1190 万人（1240 万人）に増加する。さらに賃金はロシア平均に比べて 25％（33 ポイン
 http://www.ide.go.jp 
http://www.ide.go.jp  Copyright (C) JETRO. All rights reserved. 
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ト）上回る。（ ）は政府決定の「国家プログラム」による。 
xxvi 2013年 4月 16日 
xxvii 2013年 5月 7日 
xxviii 2013年 8月 31日 
xxix 2013年 9月 11日 
xxx「大洪水の被害解消に関する政府委員会」（9月 17日、ハバロフスク地方ハバロフスク市）。 
xxxi「大洪水の被害解消に関する政府委員会」（10月 15日、アムール州ブラゴベシチェンスク市） 
xxxii 2013年 9月 30日大統領署名を経て 2014年 1月 1日発効。 
xxxiii 10月 24日、コムソモーリスク・ナ・アムーレ市 
xxxiv 2013年 10月 24日付決議 No.1。その他の決議内容の主なものとして、他省庁が持ってい
る機能と権限の一部を極東発展省へ移譲するための機能・権限確定の提案を提出すること、連邦
執行権力組織が極東発展省と共同で種々の国家プログラムと特別プログラムの修正と提案を行う
こと（2014年 2013年 12月 15日まで）、極東発展省は国家プログラム「極東とバイカル地域の
社会経済発展」と、それに対応する連邦特別プログラムの修正を行い、提出すること（2014年 4
月）などが含まれている。 
xxxv 2013年 12月 12日 
xxxvi 教書では新しい概念として「территория опережающего экономического развития（通称
TOЭP）」が用いられたが、2014年 12月 31日に大統領署名によって公布された連邦法 No.473-фз
「 О территориях опережающего социально-экономического развития 」 で は 「 территория 
опережающего социально-экономического развития」と「社会」という用語が追加されている。







xxxvii 「Перечень поручений по реализации Послания Федеральному Собранию（連邦議会への教
書実現に関する委任リスト）」（2013年 12月 27日付け） 
xxxviii Об обеспечении выполнения поручений Президента России по реализации Послания 
Президента Федеральному Собранию（12 декабря 2013 года）（2013年 12月 12日の連邦議会への
教書実現に関する委任遂行の保証について）（2014年 1月 9日付け） 
xxxix 連邦主体が「共和国」の場合には大統領という呼称が用いられるが、連邦主体の首長全体
を指して「知事」という用語が使用されることがある。 
xl「 Государственная программа Российской Федерации "Социально-экономическое 
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xlii 当該プログラムではシベリア連邦管区のイルクーツク州が対象地方として追加され、名称の
一部がザバイカル地方からバイカル地域に変更された。 
xliii「社会・経済超過発展地区創設と管理の基本原則に関する会議」（2014年 2月 5日）。 
xliv 連邦法N 473-ФЗ「О территориях опережающего социально-экономического развития 
в Российской Федерации（ロシア連邦の社会-経済超過発展地区について）」（2014 年 12 月 29 日
付） 
 






























予算総額 5846億 1800万 p、現行支出義務 1415億 1718万 8500p、追
加資金 4431億 81万 1500p 
2． 連邦特別プログラム「2007－2015 年のクリル諸島(サハリン州)の
社会-経済発展」（2007～2015年） 


































予算措置 ・2014～2025年の連邦予算の財政支出総額＝3兆8169億 1220万 9500
ルーブル・現行支出義務-2444億 1327万 8900ルーブル、追加額 3兆
5724億 9893万ルーブル 
・1-1年別： 
・2014年＝3081億 3816万 4800ルーブル・現行支出義務-169億 5628
万 7800ルーブル、追加額 2911億 8187万 7000ルーブル 
・2015年＝2933億 3219万 6500ルーブル、現行支出義務-8億 6778
万 2800ルーブル、2924億 6441万 3700ルーブル 
・2016年＝4140億 1228万 5900ルーブル、現行支出義務-386億 1846
万 3400ルーブル、3753億 9382万 2500ルーブル 
・2017年＝4452億 3417万 6100ルーブル、現行支出義務-417億 6658
万 9900ルーブル、4034億 6758万 6200ルーブル 
・2018年＝4559億 4295万 4400ルーブル、現行支出義務-465億 7656
万 9500ルーブル、4093億 6638万 4800ルーブル 
・2019年＝3321億 3904万 7500ルーブル、現行支出義務-487億 6499
万 2000ルーブル、2833億 7405万 5500ルーブル 
・2020年＝3006億 3912万 2000ルーブル、現行支出義務-508億 6259
万 3500ルーブル、2497億 7652万 8500ルーブル 

































 総予算額 連邦予算 連邦主体予算 予算外資金 
総額 予算措置有 予算措置なし 
「国家プログラ
ム」 
10 兆 4667 億 4361
万 p 
3 兆 8169 億 1220
万 9500p 










5846億 1800万 p 5846億 1800万 p 1415 億 1718 万
8500p 









32億 6850万 5000p 32 億 6850 万
5000p 
    
下部プログラム 9兆 8788億 5710万
9480P 
3 兆 2290 億位
2570万 4340P 






6 兆 5170 億
9693万 220P 
１．地域の経済効 2兆 6622億 2337万 1025億 8436万 p 0p 1025億 8436万 p 6億 7714万 p 2 兆 5589 億






810 億 2131 万
9400p 
0p 810 億 2131 万
9400p 
31 億 8780 万
4000p 




1897 億 1206 万
200p 
171 億 1443 万
7500p 
0p 171 億 1443 万
7500p 






790 億 5909 万
6700p 
440 億 4138 万
9300p 
0p 440 億 4138 万
9300p 






1166 億 9855 万
9300p 
280 億 5242 万
3200p 
0p 280 億 5242 万
3200p 
133 億 3693 万
2500p 






1 兆 6200 万 8534
万 6750p 












4418 億 4551 万
5000p 
427億 p 3991 億 4551 万
5000p 







7618 億 3168 万
4210p 
5555 億 3810 万
3030p 
0p 5555 億 3810 万
3030p 






2070 億 3931 万
420p 
2375 億 221 万
6570p 
0p 2375 億 221 万
6570p 
528 億 4364 万
1730p 






696 億 8659 万
1870p 
644億 674万 990p 0p 644 億 674 万
990p 
20 億 8658 万
1660p 
31 億 9326 万
9220p* 
11．観光の発展 1758 億 8415 万
1400p 
292 億 5498 万
800p 
0p 292 億 5498 万
800p 






75億 7887万 1800p 75 億 7887 万
1800p 







総額 予算措置有 予算措置なし 
総額 3兆 8169億 1220
万 9500p 




2014年 3081 億 3816 万
4800P 
169 億 5623 万
7800P 
2911 億 8187 万
7000P 
2015年 2933 億 3219 万
6500P 
8 億 6778 万
2800P 
2924 億 6441 万
3700P 
2016年 4140 億 1228 万
5900P 
386 億 1846 万
3400P 
3753 億 9382 万
2500P 
2017年 4452 億 3417 万
6100P 
417 億 6658 万
9900P 
4034 億 6758 万
6200P 
2018年 4559 億 4295 万
4400P 
465 億 7656 万
9500P 
4093 億 6638 万
4800P 
2019年 3321 億 3904 万
7500P 
487 億 6499 万
2000P 
2833 億 7405 万
5500P 
2020年 3006 億 3912 万
2000P 
508 億 6259 万
3500P 
2497 億 7652 万
8500P 
2021～2025年 1兆 2674億 7426
万 2300P 
0P 1兆 2674億 7426
万 2300P 
 











連邦予算 48億 2367万 7800p 
2．連邦特別プログラム「2018 年までの極東地域の経済・社会発展」
（2014～2017年） 
総額 6969億 3171万 p、連邦予算 2128億 7296万 p、連邦主体予算 107
億 9570万 p、予算外資金 4732億 6305万 p 
3．連邦特別プログラム「2007－2015 年のクリル諸島(サハリン州)の
社会経済発展」（2007～2015年） 
総額 282億 4136万 9000p、連邦予算 214億 8805万 9000p（76.09％）、











予算措置 ・2014～2020年の連邦予算の財政支出総額＝3461億 6503万 2900ル
ーブル 
・2014年＝261億 522万 6600ルーブル 
・2015年＝732億 5950万 6400ルーブル 



















































































































































































































































































7645億 5000万 p 
・新規雇用 42万 6810
人 
・流入人口 85万 3750
人 
 
